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障害者

支援機関

ハローワーク

障害者の雇用に向けて

～ 障害者雇用に取り組む企業を

ハローワークは支援いたします。

是非、ご相談ください！！～

ハローワーク飯田橋
雇用指導部門 R6.4月版
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企業の社会的責任（CSR）やコンプライアンス（法令遵守）等により企
業の採用意欲は高まっており、最近では障害者の能力を活かすための採用
を進める企業も増えております。また障害者本人の一般就労への意欲も高
いことから、採用となる障害者の数は年々増加傾向にあります。

障害者雇用は法律によって義務とされていることから、法令遵守のみを
目的に雇用に取り組む企業もあることは事実ですが、障害者の特性を正し
く理解し、本人の適性と能力をきちんと把握することで、貴重な戦力とし
て障害者を迎え入れることは可能です。法令遵守に加えて、企業価値を高
めるという視点が障害者雇用を進めるにはとても重要になってきていま
す。

ただ、実際に障害者雇用を進めていくにあたっては様々な不安や疑問点
が生じるかと思います。特に初めて障害者雇用をする場合にはスタート時
点からつまずいてしまうことも少なくありません。

ハローワークでは、そのような皆様の不安や疑問点を少しでも解消でき
るお手伝いができればと考えております。

障害者雇用になぜ取り組む必要があるのですか？
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障害者雇用率制度とは何ですか？
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◆ 一般の民間企業 ・ ・ ・法定雇用率２．５％
【常用労働者数４０人以上規模の企業】
法定雇用障害者数＝全体の常用労働者数の総数×法定雇用率

例えば・・・・ 常用労働者が５００人の企業では、
５００人×２．５％＝１２人（小数点以下切り捨て）
の障害者を雇用する必要があります。

※１ 企業全体の常用労働者総数には短時間労働者（１週間の所定労働時間が２０時間以上３０時
間未満の労働者）を含みます。
ただし、1人を0.5人として計算します。⇒精神障害者については算定特例あり

※２ 障害者雇用率の算定対象となる障害者は、原則として身体障害者手帳、療育手帳、精神障害
者保健福祉手帳の交付を受けている人に限ります。

※３ 一定の業種の事業を行う事業主については、除外率が適用される場合があります。

精神障害者の算定特例 ～当分の間延長になりました～

週所定労働時間が20時間以上30時間未
満の精神障害者について、当分の間、雇
用率上、雇入れからの期間等に関係なく

対象者
1人につき

雇用率算定方法

0.5 →１

障害者の雇用を促進するにあたって根幹となる法律は、「障害者の雇用の促進等に関す
る法律」（以下、「法」といいます。）です。この法は、障害者の雇用の安定を図ること
を目的としており、目的を達成するために障害者雇用率制度を設けています。
障害者雇用率制度では、民間企業、国、地方公共団体は、法に基づき、それぞれ法定雇

用率に相当する数以上の身体障害者、知的障害者又は精神障害者を雇用しなければならな
いこととされており（法第４３条）、民間企業の法定雇用率は２．５％です。

※令和６年度から法定雇用率が段階的に引き上げになります！！（次ページ参照）

身体障害者（重度）

知的障害者（重度）

カウント方法

０．５ １
１ ２

１（以下の特例） １精神障害者

２０時間以上３０時間未満 ３０時間以上
０．５ １
１ ２

週の所定労働時間
身体障害者

知的障害者
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令和５年度 令和６年４月 令和８年７月

民間企業の法定雇用率 ２.３％ ⇒ ２.５％ ⇒ ２.７％

対象事業主の範囲 43.5人以上 40.0人以上 37.5人以上

① 障害者の法定雇用率が段階的に引き上げられます。（令和６年４月以降）

除外率が、各除外率設定業種ごとにそれぞれ10ポイント引き下げられ、令和７年４月１日から以
下のように変わります。(現在除外率が10％以下の業種については除外率制度の対象外となります。)

除外率設定業種 除外率

・非鉄金属第一次製錬・精製業 ・貨物運送取扱業（集配利用運送業を除く） ５％

・建設業 ・鉄鋼業 ・道路貨物運送業 ・郵便業（信書便事業を含む） １０％

・港湾運送業 ・警備業 １５％

・鉄道業 ・医療業 ・高等教育機関 ・介護老人保健施設 ・介護医療院 ２０％

・林業（狩猟業を除く） ２５％

・金属鉱業 ・児童福祉事業 ３０％

・特別支援学校（専ら視覚障害者に対する教育を行う学校を除く） ３５％

・石炭・亜炭鉱業 ４０％

・道路旅客運送業 ・小学校 ４５％

・幼稚園 ・幼保連携型認定こども園 ５０％

・船員等による船舶運航等の事業 ７０％

② 除外率が引き下げられます。（令和７年４月以降）

③ 障害者雇用における障害者の算定方法が変更となります。

▶ 一部の週所定労働時間20時間未満の方の雇用率への算定（令和６年４月以降）。

週所定労働時間が10時間以上20時間未満の精神障害者、重度身体障害者及び重度知的障害者（以
下「特定短時間労働者」という。）について、雇用率上、0.5カウントとして算定できるようにな
ります。なお、特定短時間労働者は常用雇用労働者には含めません。

令和６年４月以降の法定雇用率はどうなりますか？



雇入れ計画の実施（1月1日始期）

適正実施勧告

企業名公表
（法第４７条）

障害者を雇えず、法定雇用率を下回る場合はどうなりますか？

障害者の雇用割合が法定雇用率を下回っている企業に対して、公共職業安定所
長は「障害者の雇入れに関する計画」の作成を命じることができます（法第４６
条）。その命令発出基準は以下のとおりです。

「障害者雇入れ計画」の作成命令発出基準 （次のいずれかに該当する場合）

ａ 実雇用率が全国平均実雇用率未満であり、かつ不足数が５人以上の場合

ｂ 実雇用率に関係なく、不足数１０人以上の場合

ｃ 雇用義務数が３人から４人の企業（労働者数１２０人～１９９．５人規模企業）

であって雇用障害者数０人の場合

雇入れ計画書提出（２年間）

雇入れ計画作成命令発出

【障害者雇入れ計画作成命令制度】

命令発出後の1月1日から２年間の期間
の障害者の雇入れ計画を作成します。こ
の計画に沿って、雇い入れていただく必
要があります。

障害者の雇入れ計画を怠っている場合
などに、公共職業安定所長は雇い入れ
計画の適正な実施の勧告をすることが
できます。

【改善が進まない場合】

特別指導（９か月）
東京労働局指導
厚生労働省指導

計画に基づく、障害者雇用が進まず、
●実雇用率が最終年前年の６月１日
現在の全国平均実雇用率未満
●不足数が１０人以上
の場合は、特別指導となります。

公表後も障害者雇入れ計画が終了する
まで指導は継続となります。
尚、雇用が進まない場合は、再度公表と
なります。
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雇入れ計画の期間満了



障害者雇用納付金制度とは何ですか？

常時雇用している障害者の数が雇用義務数を下回っている事業主（従業員
100人超）は、不足する人数に応じて障害者雇用納付金を納める必要があり
ます。また、この納付金を財源に、雇用義務数を上回っている事業主に対し
て障害者雇用調整金、報奨金、各種の助成金を支給しています。

この制度は、障害者を多く雇用している事業主の経済的負担を軽減し、事
業主間の負担の公平を図りつつ、障害者雇用の水準を高めることを目的とし
ています。

なお、これにより障害者の雇用義務数が免除されるものではありません。

【従業員１００人超の事業主の場合】

○障害者雇用納付金（法定雇用率未達成事業主）

不足１人につき 月額50,000円納付

例えば・・・・・
常用労働者が５００人の事業主の場合
雇用義務障害者数 ５００人×２．３％＝１１人
現在、雇用している障害者 ＝ ４人
不足している障害者数 １１人－４人＝ ７人

納付金の額 ７人×５万円×１２月＝４２０万円
（年間ベース）

○障害者雇用調整金（法定雇用率達成事業主）
超過１人につき 月額29,000円支給（超過人数により変動）

【従業員１００人以下の事業主の場合】

○報奨金（一定水準（※）を超えて障害者を雇用する事業主）
超過１人につき 月額21,000円支給
※ 各月の常用労働者の４％相当の年間合計数または７２人の
いずれか多い数
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障害者を雇用するために具体的にどのように進めればよいですか？

ハローワーク飯田橋では、障害者の雇用を進めていただくため、
さまざまなバックアップをさせていただきます。
是非、ハローワーク飯田橋雇用指導部門にご相談ください。

学校や企業で実際に作業している様子を見ることで、
障害者を雇用する際の配置部署や職務内容を決定
するのに役立ちます。

また、企業や支援機関なども個別に見学できる場合
もあります。
■特別支援学校の見学
（都立水元小合学園、都立志村学園 等）

■障害者職業能力開発校の見学
（国立職業リハビリテーションセンター 等）

ハローワーク飯田橋 障害者雇用支援サービスメニュー

ハローワークでは採用選考の場を提供するために随
時面接会を開催しております。面接会では一日で多く
の障害者と面接することができます。
・今年度開催予定の面接会
■全都就職面接会（東京体育館 等）

■新規大学等卒業予定障害者就職面接会
（東京新卒応援ハローワーク 等）
■ハローワーク飯田橋でのミニ面接会（ほぼ毎月）

6

障害者雇用に関する制度、障害者雇用の進め方、雇
用事例の紹介などのセミナーを年２回実施しているほ
か、ハローワーク主催で東京都や各自治体と連携して
実施しているセミナーもあります。

初めて障害者雇用を進める企業や障害者雇用を担
当する方などにおすすめです。

※各種イベントについては、ご希望により事前に案内をお送りしています。

障害者セミナー

施設見学会

面接会



「障害者に適した仕事がない」という理由で障害

者雇用をあきらめている場合、「職務の創出」とい
うアプローチが必要です。

企業において、コピー、シュレッダー作業、清掃
業務、メールなどの仕分け・配送、資料セット、封
入などの作業があると思います。これを集約し、
新しい職務として再構築することで、障害者の雇
用が可能となります。また、社員にとっては、自分
本来の職務に専念できるというメリットもあります。

職務の選定については、東京障害者職業セン
ターの障害者職業カウンセラーより専門のアドバ
イスを受けることもできます。

障害者を雇用する企業の側において、障害者を雇
用することについての不安を抱えている場合があ
ります。これには、障害者の雇用に関するノウハウ
の不足や、障害者に接し共に働く機会が不足して
いることが要因として考えられるところです。こう
いった不安を解消し、障害者雇用を一層促進する
ためには、障害者が企業において職場実習を体
験することを通じて、障害者と企業の相互理解を
進めることが有効です。ハローワークでは、関係機
関と連携しながら、障害者の職場実習のための面
談会を随時実施しております。
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職務の切り出し

職場実習面談会

精神障害、発達障害のある方々が安定して働き
続けるためのポイントは、「職場において同僚や
上司がその人の障害特性について理解し、共に
働く上での配慮があること」です。

このため、一般の従業員の方を主な対象に、精神
障害、発達障害に関して正しく理解いただき、職
場における応援者（精神・発達障害者しごとサ
ポーター）となっていただくための出前講座を講師
が事業所に出向いて実施しています。
・最少開催人員は１５名程度
・講師はハローワーク配置の精神障害者雇用トータル
サポーター
・講座時間は９０分程度（講義７５分質疑応答１５分）
・企業に雇用されている方であればどなたでも受講可
※希望日時等を相談の上で実施いたします。時間・内
容についてカスタマイズ可能です。

精神・発達障害
者しごとサポー
ター出前講座



採用後は、職場定着が重要です。

ハローワークの紹介により就職された方について
は、就職から一定期間後に、ハローワークが事業所
を訪問し、仕事をする上で困っている点はないかな
ど、企業のご担当者、障害者の双方からお話をお伺
いし、必要な支援を行っています。

また、区の就労支援センターや東京障害者職業セン
ターなども、定着に向けた支援を行っています。

障害者を雇用するにあたって、より専門的な助言を
受けたい場合などについては、東京障害者職業セン
ターが企業にジョブコーチを派遣して、職場での課題
を解決する支援を実施しています。
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障害者を原則３か月間（精神障害者の場合は原
則６ヶ月）試行雇用することで、適性や能力を見極
め、継続雇用のきっかけとしていただくことを目的
とした制度です。労働者の適性を確認した上で継
続雇用へ移行することができ、障害者雇用への不
安を解消することができます。

一定の要件を満たせば、トライアル雇用期間中
について、助成金を受けることができます。

なお、トライアル雇用を行うためには、原則として
ハローワークへトライアル雇用の求人を申し込む
ことが必要です。また、対象者は要件を満たし、ト
ライアル雇用を希望した方となります。

職場定着
支援

ジョブ・コーチ
支援

トライアル雇用

◎障害者雇用について不明な点等がございましたら、是非お問い合
わせください。
☆問い合わせ先☆
飯田橋公共職業安定所 雇用指導部門（ダイヤルイン）

℡ ０３－３８１２－８７８１


